
1 職員の任免及び職員数に関する状況

（１）任免及び職員数の状況（単位：人）

※職員数には暫定再任用フルタイム勤務職員を含み、再任用短時間勤務職員は含みません。

※女性はすべて内数です。（以下の表も同様）

（２）再任用短時間勤務職員の任免及び職員数の状況（単位：人）

※再任用短時間勤務職員は、暫定再任用短時間勤務職員と定年前再任用短時間勤務職員です。

※退職者数には任期満了による退職を含みます。

【用語解説】

：

：

令和６年度　人事行政の運営等の状況の報告

　地方公務員法及び四市複合事務組合人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の規定に基づ
き、令和６年度の人事行政の運営等の状況について公表します。

　職員の任用のうち、新規採用は原則として競争試験により、また、昇任については選考により行っ
ています。

職種

採用者数 退職者数 職員数

令和6年度
令和7年
4月1日

定年
退職

自己都合
その他

計
令和6年
4月1日

令和7年
4月1日

女
性

女
性

女
性

女
性

女
性

女
性

女
性

合計

一般行政 1 1 12 3 12 3

技能労務 2 2

三 山 園 38 19 38 19 38 19

計 1 1 38 19 38 19 52 22 14 3

職種

採用者数 退職者数 職員数

令和6年度
令和7年
4月1日

自己都合
その他

令和6年
4月1日

令和7年
4月1日

女
性

女
性

女
性

女
性

女
性

合計

一般行政

技能労務

三 山 園

計

暫定再任用

定年前再任用

定年退職者等のうち、令和5年度から令和13年度まで、職員の定年年齢が2年に1歳ずつ段階的に

引き上げられる間に、1年間の任期を定めて任用される職員です。勤務形態として、短時間勤務（週3

日勤務）とフルタイム勤務（週5日勤務）があります。

令和5年4月1日以降に、60歳に達した日（60歳の誕生日の前日）以後、定年前に退職した者で、再任

用の日から定年退職相当日までを任期として任用される職員です。勤務形態としては、短時間勤務

（週3日勤務）となります。

再任用短時間勤務職員の任用実績はありません。
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2 職員の人事評価の状況

3 職員の給与の状況

（１）人件費の状況（単位：千円）

（２）職員給与費の状況（単位：人、千円）

4 職員の勤務時間その他勤務条件の状況

（１）勤務時間の状況

その他の人事管理の基礎として活用するものとされ、平成28年度から能力評価及び業績評価に

よる人事評価を実施しています。

能力評価：職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力の評価

業績評価：職員がその職務を遂行するに当たり挙げた業績の評価

地方公務員法に基づき、職員の執務については、定期的に人事評価を行い、任用、給与、分限

職員の給与は、組合が準用する船橋市一般職の職員の給与に関する条例に基づいて支給してお

り、一般行政職であれば１級の係員から7級の事務局長までに分かれ、その職務と責任に応じた

給与体系となっています。

人件費比率

（Ｂ／Ａ）

令和５年度 1,782,636 486,317

令和６年度 2,224,788 687,907 30.9%

増減(６-５) 442,152 201,590

※人件費には、一般職(会計年度任用職員含む)や特別職(管理者、副管理者、議員など)に支給される給料、

※報酬のほか、退職手当や健康保険料の使用者負担分等を含みます。

職員数 給　　与　　費 １人当たりの

（Ａ） 給　料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） 給与費（Ｂ／Ａ）

令和５年度 163,885 82,552 70,089 310,280

52(0) 165,760 80,026 73,479 319,265 6,140

※給与費には、再任用短時間勤務職員も含まれており、職員手当には、退職手当は含みません。

職員の勤務時間その他の勤務条件は組合が準用する船橋市の一般職の職員の勤務時間、休暇

増減(６-５) 1,875 △ 2,526 3,390 8,985

等に関する条例、一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する規則で定めています。

※職場、職種又は勤務形態によって、上記と異なることがあります。

※職員数は、令和6年4月1日現在の常勤の一般職職員数であり、( )内は再任用短時間勤務職員数で外書です。

（Ａ）

歳出額 人件費

（Ｂ）

令和６年度

始業時間

午前8時45分

終業時間

午後5時15分

休憩時間

午後0時15分から
午後1時

1日の
勤務時間

7時間45分

1週間の
勤務時間

38時間45分

勤務時間等
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（２）年次有給休暇取得状況（単位：日）

（３）休暇・休業制度等の概要

（４）介護休暇の取得状況（単位：人）

0

公務上の負傷・疾病、通勤による負傷・疾病の療養のため勤務しないこと

課程の履修や国際貢献活動のための休業
自己啓発等休業 

職員に自己啓発及び国際交流の機会を提供することを目的として、大学等

配偶者同行休業 

生後１年に達しない子を育てる職員がその子の保育をする場合

配偶者が出産する場合の入院の付添い等を行う場合

外国で勤務等をする配偶者に同行し、外国において生活するための休業

小学校就学前の子を養育するための勤務時間の一部の休業

小学校６年生までの子等の看護をする場合

場合

を図る場合

配偶者の出産に係る休暇

場合

がやむを得ない場合

負傷・疾病の療養のため勤務しないことがやむを得ない場合病気休暇

※1年度につき、20日付与される休暇であり、平均取得日数は前年度からの繰り越しを含みます。

休暇等の種類（主なもの） 要件等

職員が結婚する場合

特
別
休
暇

公務災害・
通勤災害療養休暇

結婚休暇

産前休暇

産後休暇

0

育児休業 子が３歳に達するまで、その子を養育するための休業

介護休暇
負傷・疾病・老齢により、日常生活を営むのに支障がある者を介護する

子の看護休暇

区分

男性

女性

部分休業

計 0

介護休暇取得者数

出生サポート休暇

夏季休暇

不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが相当であると認められる

夏季の盆等の諸行事、心身の健康維持及び増進又は家庭生活の充実等

育児時間

平均取得日数

25.8

８週間以内（多胎妊娠の場合は１４週間以内）に出産を予定する場合

女性職員が出産した場合
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（５）育児休業等の取得状況

【用語解説】

：

5 職員の分限及び懲戒処分の状況

【用語解説】

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

6 職員の服務の状況

計

育児短時間勤務 地 方 公 務 員 の 育 児 休業 等に関す る法 律の 規定 に基 づき 、小 学校 就学 前の 子を 養育

00

1

0

0

0

0

育児短時間
勤務取得者数

男性

女性

0

1

区分

0

部分休業
取得者数

0

0

育児休業
取得者数

令和６年度中に新たに
育児休業等が取得可

能になった職員数

分限処分 勤務成績が良くない場合等、法律又は条例に定める一定の事由により、公務能率の維持並びに

職員の分限及び懲戒については、組合が準用する船橋市職員の分限等の手続及び効果に関す

る条例に基づき、公正に行っています。

するため、いくつかある勤務の形態から選択し、希望する日及び時間帯に勤務することが

できる制度です。

停職免職
訓告等

職員が現に決定されている給料の額よりも低い額の給料に決定する処分です。

適正な運営の確保を目的として行う処分です。

（単位：人）

懲戒処分

合計

懲戒処分 法令に違反した等職員の非違行為があった場合に法律に定める一定の事由により、職場の秩序を

維持し、回復を図るために行う処分です。

免 職 職員の身分を失わせる処分です。

停 職 職員を懲罰として職務に従事させない処分です。停職期間中は無給となります。

減 給 一定期間、職員の給料の一定割合を減額して支給する処分です。

降 任 職員を下位の職に任命する処分です。

休 職 職員の身分を保有させたまま一定期間職務に従事させない処分です。心身の故障により休職処分

とされた場合、1年経過後は無給となります。

降 給

戒 告 職員の規律違反の責任を確認し、その将来を戒める処分です。

訓 告 等 訓告、厳重注意などがあり、職員の将来を戒める行為をいいます。

職員が基本的に守るべき規律や義務について、「地方公務員法」に「法令等及び上司の職務上の

命令に従う義務」、「信用失墜行為の禁止」、「秘密を守る義務」、「職務に専念する義務」等が定めら

れています。

0

戒告減給

0 0

分限処分

合計降給休職降任免職

00 0 1 0 1 0 0
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7 職員の退職管理の状況

8 職員の研修の状況

職員研修を通して人材育成を行っています。 

9 職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）職員の福利厚生制度に関すること 

①千葉県市町村職員共済組合

②千葉県市町村職員互助会

（２）職員の健康管理に関すること

各種健康診断やストレスチェックなどを通じて、職員の健康増進に係る事業を行っています。

（３）公務災害等に関すること

勤務中又は通勤途上に災害にあった場合は、公務災害補償制度により補償されています。

公務災害の発生件数

【用語解説】

：

：

※件数は認定年度に計上しています。

生じた災害（負傷、疾病、障害又は死亡）をいいます。

通勤災害 職員が通勤に起因する災害（負傷、疾病、障害又は

死亡）をいいます。

増減(６-５) 0

0 0

組合職員を退職した後、営利企業等に再就職した元職員による現職職員への働きかけを規制

ストレスチェック

内容等

雇入時健康診断、定期健康診断、特定業務従事者健康診断等を行っています。

区分

メンタルヘルス不調を未然に防止するため、ストレスチェックを実施しています。

14

することにより、職務の公正な執行及び公務に対する住民の信頼確保を図ります。

事務局長の職にあった者が離職後2年以内に営利企業等に再就職した場合は、組合に再就職の

研修名 回数 受講者数

公務災害 通勤災害

　職員の福祉を行う千葉県市町村職員共済組合の補完組織として、会員掛金及び県内市町村

等の負担金により各種事業等を行っています。主な事業としては、出産費助成、介護休暇助成

などの福祉増進事業です。

一般健康診断

（単位：人）

△ 1

令和５年度 0 1

令和６年度

公務災害 職員が公務遂行中に公務に内在する危険が起因して

に該当する長期給付事業、貸付事業等の福祉事業の運営を行っています。

外部研修

個人情報保護法研修、データ活用向上研修、衛生講習会、高齢者虐
待防止研修、安全運転管理者講習、介護人材定着研修、認定調査
員新規研修、感染症対策研修会、レジオネラ症防止対策衛生講習
会、認知症ケア基礎研修、入浴介助加算研修、認定調査員現任研修

12

内部研修

状況を届け出ることが義務付けられています。

区分

15 520

　職員の掛金と市町村等の負担金により、健康保険に相当する短期給付事業、厚生年金保険

障害者差別解消法研修、感染予防研修、BCP研修、事故防止研修、
虐待防止研修、身体拘束防止研修、褥瘡予防研修、認知症研修、看
取り研修

（単位：回、延べ人数）
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（４）利益の保護の状況

①勤務条件に関する措置の要求の状況

②不利益処分に関する審査請求の状況

10 障害者雇用率の状況

の２の規定に基づき、公平委員会に対して不服申立てをすることができますが、四市複合

事務組合においては千葉県市町村公平委員会が事案の審査、裁決などの事務を執り行って

複合事務組合においては、千葉県市町村公平委員会が事案の審査、判定などの事務を執り

行っています。令和６年度中の状況について、当公平委員会から報告された案件はありません。

雇用率

職員は、懲戒その他その意に反する不利益な処分を受けた場合は。地方公務員法第４９条

3.64%

障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく障害者雇用率の状況（令和6年6月1日現在）

います。令和６年度中の状況について、当公平委員会から報告された案件はありません。

（参考）法定雇用率

2.80%

地方公務員法第４６条の規定に基づき、職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に

関し、公平委員会に対して、組合が適当な措置をとることを要求することができますが、四市
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